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スキャナ保存制度とは
１．スキャナ保存制度とは
スキャナ保存制度とは、取引先等から受け取った請求書や領収書等の国税関係書類を税務署長等の承認を受けた場合に書面保存に代えて、一定要件の下でスキャン文書による保存が可能となる制度です。
この制度は平成１７年度に創設され、制度を利用するには電子機器や使用する場所・時間等が定められていましたが、平成２８年度の改正によりこれらの要件が廃止された為、いつでも・どこでも経費精算ができるようになり、制度がとても利用しやすくなりました。

スキャナ保存制度利用のメリット
２．スキャナ保存制度利用のメリット
スキャナ保存制度利用のメリットは何といっても事務作業の効率がよくなるということです。今まで紙で保存をしていたものを電子で保存できる為、領収書を日付順に並べてファイリングするなどの手間が減りますし、ペーパーレス化にもつながります。
経理担当者はスキャンされたデータを確認して仕訳の計上を行うことになりますが、会計ソフトの機能によっては、読み取った情報で学習機能を利用して自動的に仕訳を計上するものもありますので、仕訳の確認や補正をすれば良いだけになる場合もあります。

制度の利用と適用要件
３．制度の利用と適用要件
まず、制度を利用するには開始３カ月前の日までに所轄の税務署に承認申請書を提出する必要があります。３月決算法人が来期からこの制度を利用したい場合には平成２９年１２月中に提出する必要があります。
適用要件には画像の解像度が一定の条件を満たすものである必要があり、電子保存後の画像と原本に相違がないかチェックする体制も整えなければなりません。要件を満たすことが大変そうですが、対応している会計システムを導入することで簡単に始められます。ＩＴ化が進む時代に対応し、少しでも事務処理の負担を減らしましょう。




